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要旨  
 2006 年 4 月より日本全国で介護予防サービスが供給され始める。介護保険給
付型、市町村給付型を合わせて、おおよそ 300 万人の高齢者を対象として供給
される。その手法と効果についての報告は、短期的介入効果についてのものが
大部分で、長期的介入効果に関する報告は極めて少ない。今回我々は、近畿地
区の 4 市町村において、1998 年から 6 年間で介護予防に取り組んできた 622 人
に対する介護予防介入に関する長期的介入効果についてその一部を報告する。
概ね筋力、バランス、柔軟性に関する長期的効果は認められたが、その効果の
持続性はそれぞれに特徴的で、特に筋力に関しては天井効果現象が他のものに
比して強く認められた。よって機能向上することを目標化する事より、機能維
持する事への重要視を国民に促していく事が、今後の介護予防施策として重要
なポイントとなるだろう。さらに介護予防サービスにおける事業者への介護保
険報酬が成果報酬となる事が議論される中、機能維持に対する効果査定も今後
の重要な課題となるだろう。また具体的にどのような方法で介護予防対象者を
選定を行うべきか、選定後どのように動機付けを行い、効果継続を支援するべ
きかも含めて若干の私見を述べたい。     
 
Key Word : 高齢者・介護予防・効果・長期介入 
 
【はじめに】平成 18 年 4 月より、国家プロジェクトとして「介護予防」がスタートする。
要支援認定者（対象者予測数 120 万人）を対象とした介護保険給付事業としての「介護予
防」。一方、自立しておられるものの「虚弱」でこのままで推移すると「要支援・要介護」
が予測される要支援予備群の方 （々対象者予測数 150～180 万人：以下、特定高齢者という）
を対象とした市町村の地域支援事業としての「介護予防」。両「介護予防」共に具体的には、
 
 「運動器」「低栄養」「口腔嚥下」「認知症・老人性うつ・閉じこもり」を中心としてサービ
ス供給される予定である。これらを想定した介護予防介入手法とその効果は、最近多くの
報告がなされているが、短期的介入効果についての報告が大部分で、長期的介入効果に関
するものは、極めて少ない。長期的に介入することでどの程度の効果が期待できるのか。
機能上昇する可能性を示唆する多くの短期的介入効果報告から、長期的にも同様の機能上
昇が継続的に期待できるとする関係職種も多いようだが、生物学的に限界があることは疑
う余地もない。 
 今回我々は、運動器介護予防介入に関する長期的な介入効果について奈良県と大阪府の
4市町村で 6年間に及ぶ介入の効果をまとめる機会を得たのでその一部をここに報告する。 
 
【対象と方法】50 歳以降の者で、表 1 の項目に 1 つでも該当する者を介護予防対象者とし
て、各市町村公報において公募し、募集後の対象者決定のための介護予防検診において明
らかに虚弱が認められる者を対象者として決定した。さらに各市町村住民で当該年度中に
満 70 歳に到達する方を全員対象として「介護予防検診」をダイレクトメールで案内実施し、
同様に虚弱が確認できた者を対象として、介護予防介入の必要性を説明し納得後対象者と
して決定した（表２）。介護予防検診は、表 1 に示す内容の詳細確認、開眼・閉眼片脚立位
時間、8 Feats Up&Go Test、30 秒間立ち上がりテスト、膝伸展筋力テストで実施した。 
また、ＱＯＬの評価にはＳＦ36 を用いた。 
 
表１ 介護予防募集時条件 
①過去１年以内に歩行中つまずいた              表２  調査対象者の一般情報
年齢   68.2±7.7   
男性（%）   24.8     
女性（%）   75.2   
体重（kg） 52.9±9.0    
身長（cm） 156.2±8.87    
BMI（kg/cm2） 20.25±5.62 
②過去１年以内に歩行中転倒した            
③最近、歩く際に以前より不安定になってきた 
④最近、杖を使いたいと感じる。または杖を 
使うようになった                    
⑤最近足腰の力が弱くなった                
⑥最近ふらつくなどバランスが悪くなった  
⑦外出する頻度は 1 ヶ月に 1、2 度程度である 
 ⑧最近、階段の上り下りが以前より苦痛である   
⑨最近、歩く速度が遅くなった  
 
また、除外対象者は脳卒中後の麻痺を伴う場合や、すでに関節変形が認められる場合、
または痛みが強く運動に支障をきたす場合、医師が心疾患で運動実施が適さないと負荷心
電図の結果等から判断した場合、さらに医師、保健師、理学療法士が運動により状態が悪
化することが予測されると判断した場合を除くこととした。介護予防事業を推進するにあ
たり、その事業コンセプトと運営スタッフについては表 3、表 4 に示す内容で実施した。 
 
 表３ 介護予防の事業コンセプト        
・ 運動器に対する自己効力感の獲得  
・ 自覚された筋力とバランスの獲得  
・ 過剰介護の徹底排除 
・ 現状と効果に対する科学的検証 
・ 現状と効果に対する一般化された説明と理解  
・ 獲得された機能、自己効力感の活用環境提供と目標の明確な意識化  
 表４ 介護予防運営のための人材 
・ 理学療法士、作業療法士 
・ 運動指導員（運動実践指導者、健康運動指導士、体育学士を中心に） 
・ 保健師、看護師 
・ 介護福祉士 等 介護関連職種 
・ 医師（非常勤） 
 介護予防の取組は、週に 2 回通所いただき、1 回に概ね 90 分間、80％MVC で 10 回運動を
休息はさみ 3 セットで筋力増強トレーニングを実施した。さらに、柔軟性トレーニング、
有酸素トレーニング、各種バランストレーニングを供給し、必要に応じて痛みに対するメ
ンテナンスを理学療法士が実施した。介護予防効果の判定は、シニアフィットネステスト
の内 4 項目、大腿四頭筋筋力検査、開眼・閉眼片脚立位時間、6 分間歩行検査の合計 7 項
目で判定した。大腿四頭筋々力検査は端座位で膝伸展の際の等尺性収縮筋力をアニマ社製
ハンドヘルドダイナモメーターで測定した。 
 
【結果および考察】6 年間継続的に介護予防に対する取組を実施してきた高齢者の前後に
おける機能レベルは図 1 に示すような結果となった。今回評価対象とした身体機能 7 項目
については、いずれも有意に変化していた（ｐ＜0.05）。 
図１ ６年間の介護予防介入における各種身体機能に対する効果 
①大腿四頭筋々力テスト（㎏／m）ｎ=622                                                  
   
 
 
 ②8 FEETS UP & GO TEST（秒）ｎ=592 
 
 
③開眼・閉眼片脚立位時間（秒）ｎ=602                                                  
  
 
④立ち上がり（回数／30 秒間）ｎ=622 ⑤腕まげ（回数／30 秒間）ｎ=622 
        
 
 ⑥長座位体前屈（㎝）ｎ=622     ⑦６分間歩行（ｍ）ｎ=527 
   
以上の身体機能変化がメンタルヘルスやＱＯＬにどのように影響しているかについて
図 2 に示すように良好な変化が認められた。運動群に関しては、ＱＯＬは、8 つの下位尺
度のうち前後変化に関しては、身体機能（PF）、体の痛み（BP）、全体的健康感（GH）、社会
生活機能（SF）、心の健康（MH）に有意な向上が見られる（ｐ＜0.05）。統計的な有意差は
でなかったものの、「活力」に関しても有意傾向が示されている。これらの結果は、運動介
入が大きくＱＯＬの向上に効果が高かったことを示している。特に、全体的健康感が 54
点から 67.1 点に大きく上昇していることが目立った変化である。これは、心の健康度が上
昇するに伴い、身体的にも健康だと感じる高齢者が増えたことを示している。１）２）
 
図２ 介護予防長期介入がメンタルヘルス、QOLにどのように影響するか 
・運動介入群の 6 年間の SF36 における結果変化 
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 ・統制群の 6 年間の SF36 における結果変化 
 
  
制群は、社会生活機能（SF）をのぞいては有意な変化は認められなかった。しかし、
社
最
）
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
統
会生活機能は、100 点から 82.9 点に低下しており、これは有意な低下である。もともと、
統制群は、非常に健康な人が多く（すべての指標で運動前は、運動群を上回っている）、
低下してもなお高得点であり、値そのものは良好である。しかし、何も取り組まないと社
会的な機能は低下するという事実は、運動参加を促す動機づけとして用いることができる。 
さらに今回注目すべきは、運動介入群で体の痛みが大きく低下している結果である。 
も興味深い変化は、運動群と統制群の交互作用であり、体の痛みとメンタルヘルスに有
意な交互作用が見られた。図 3 は介護予防参加者において、体の痛みが改善し、不参加者
は痛みが悪化したということが、統計学的にも結論づけられた。もともと統制群は、プレ
テストの段階で、運動群より値が良好である（健康度が高い）。向上に関してであるが、
介護予防参加の運動群は、統制群のポストテストの値よりやや良い程度のレベルの改善し
かみせていない、しかし、何もしないと統制群同様さらに低下する可能性のある値を、有
意に向上させた点に注目すべきである。１）２）
図３ 介護予防介入と痛みの変化（ｐ＜0.03
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 メンタルヘルスに関しても、体の痛みと同様の解釈ができる。運動群と統制群には有意
な
４ 介護予防介入とメンタルヘルス（ｐ＜0.001）
交互作用が認められ、参加した人はメンタルヘルスが向上し、そうでない人は低下した
か、変化がなかったとうことが言える。体の痛みとメンタルヘルスは、関連性が高い。メ
ンタルヘルスは、プレテストの時点で運動群は統制群よりも低い。それゆえ、運動群が向
上したり、統制群が低下したりしても、運動群のポストテストの値は、統制群のポストテ
ストの値より低い値である。しかし、これも、体の痛みと同様、活動しなければメンタル
ヘルスは変化しないか、低下するが、今回の結果では、向上させている点に注目すべきで
ある。また、その向上率はかなり大きなものがあるのは好ましい効果といえる。以上の結
果から、身体的にも、精神的にも、介護予防の長期的介入の重要性を示していると言える。 
 
図
 
  
 
図５ 介護予防介入が社会的生活機能に及ぼす影響
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 表５ 自己効力感の変化 
 
  
制群 
  
 
己効力感に関しては、両群ともにあまり、変化はなかった。我々の先行研究では自己
効
表６ 自尊心感情 
運動群 
 
 
統
 
 
自
力感の向上は介護予防介入直後から半年または 1 年間程度の向上の後、徐々に低下する
傾向がある。しかし、それをきっかけとしてメンタルヘルスの力強い向上、また後に述べ
る自尊心感情の向上などの大きな起爆的要素となることが考えられる。プレ・ポストの変
化を比較した結果は、運動群ではストレス対処で有意傾向（p=0.06）がみられた。運動群
の上半身、ジョギングに関しては，常に低い値となっている。これは、日本の運動器介護
予防の介入手法の運動内容に、上半身の運動が少ないことがその一因となっている可能性
がある。いずれにしても，もともと自己効力感は、ＱＯＬや自尊心感情の仲介要因として
働く事が知られている。３）４）５）
 
    
動群（p＜0.0001）     統制群（ns） 
            
動群は、プレ・ポストの対比で有意な向上をみせ（p=0.00）、一方、統制群は傾向が
あ
動機能向上の
限
身 下半身 ジョグ ストレス 自立維持上半
前 35.2 74.6 39.2 68.3 83.4
後 38.1 75.2 37.1 72.4 85.0
有意確率 ns ns ns 0.06 ns
上半身 下半身 ジョグ ストレス 自立維持
前 40.3 81.0 45.5 76.0 91.0
後 49.3 89.9 59.1 79.9 95.8
有意確率 0.52 ns ns ns ns
運
前  4.4 後 4.79     前 4.71 後 4.57 
 
運
るが統計的には有意ではない（p=0.78）。運動群のＱＯＬでの痛みやメンタルヘルスの
大きな向上は、自尊心感情の向上に貢献した可能性は十分に認められる。 
最後に、前述してきたような方法において介護予防効果をみる時、身体運
界性が確認できる。いわゆる「天井現象」である（図６）。また、バランス機能に対す
る介入は長期的変化と言うより初期段階での変化が期待され、以降は維持的取組が望まれ
ると言えよう。 
 
 
 
 
 
 
 図６ 身体運動機能（筋力）の長期的介入効果の経過 
 
図７ 身体運動機能（バランス）の長期的介入効果の経過 
 
【おわりに】 
が長期的にも効果的な介入であることが理解できた。さらに運動器を中心
と
介護予防介入
した介入手法がメンタルヘルスやＱＯＬにも長期的に良好な結果をもたらすことがわか
った。その意味で介護予防本コースに参加した以降も継続してＯＢ教室として週 1～2 回の
取組を実施することは重要である。現在我々が関わった介護予防教室卒業生のうち継続的
に運動介入を習慣化できている方々は約 220 名に達している。今後も継続的に介護予防対
象者の選択方法、決定基準、また介護予防の介入手法、効果の判定手法など様々な内容に
ついて研究の対象として取り組みたい。最後にこの度の調査に関わっていただいた多くの
ボランティアの皆様のご協力に深く感謝申し上げます。 
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